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帳 簿 を全 廃 フ ァイ ル オ リエ ン テ ッ ドに

国民 金 融 公 庫 総 合 オ ン ライ ン ・シ ステ ムの概 要

情報化週間優秀情報処理システム

司

|
国民金融公庫事務 部事務 セ ンクー

副調査役 飯 田 明

)

第5回 情報化週間 にあた り,優 秀情 報処理 システム として表彰 された9つ のシステムは前;J-

(No.27)で 紹 介 した とお りであるが,そ の なかか ら,国 民金融公庫総合 オ ンライン ・システム

の概要 を同公庫事務 センター飯田 明氏に紹介 してい ただい た。

4

1.は じ め に

わが国の企業は,そ の99%が 中小企業であるといわれ

ている。

国民金融公庫は,こ れ らの中小企業者に対して,長 期

・低利の事業資金を供給することを目的として設立 され

た政府系の金融機関である。現在,本 店のほかに全国に

129の 支店を持 ち,役 職員約4,500名 で業務の運営を行

っている。

公庫の総貸付残高は,51年3月 末において件数で211

万件,金 額で2兆148億 円に達している。 この顧客件数

の大 きさは他に例がなく,中 小企業者のおおよそ3人 に

1人 は公庫を利用しているとみられることを示 し て い

る。

公庫発足以来の貸付の伸びは,図 一1で みるとお りめ

ざましい。貸付の伸びにつれて事務量 も当然著 しい増加

をみせている。特に公庫の場合は,1件 当 りの貸付金額

が少ないため貸付件数がそれだけ多 くなるから,事 務処

理の能率向上と事務コス トの低減は きわめて切実な問題

である。 さらに,近 年の社会環境か らみて,昭 和30年 代

のような業務量に見合った人員の増加 も期待できないた

1

端末装置が設置 してあ る公庫の窓 口

め,安 定 し た業 務 を遂 行 す る た め には,合 理 化 ・機 械 化

に よ って省 力 化 を はか る こ とが ど うして も必 要 に な る。

この た め,当 事 務 部 に お い て は これ らの 要 請 を う け

て,昭 和45年10月 か ら総 合 オ ン ラ イ ンの 開 発 に着 手,約

4年 の 年 月 を費 して シ ス テ ムを 開 発 し,昭 和49年6月 か

ら本 稼 動 を開 始 し た。

オ ン ライ ンへ の 移 行 は,ま ず 都 内 の2支 店 か ら 実 施

し,現 在(51年10月)で は す で に81支 店 が オ ン ライ ンに

よ る営 業 を 行 って い る。 な お,全 店 オ ン ライ ン網 の 完成

は53年3月 を 目標 に して い る。
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図 一1総 貸 付 残 高 の 推 移
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現在公庫が行っている貸付は,中 小企業者向けの普通

貸付,経 営改善貸付,恩 給受給者に対する恩 給 担 保 貸

付,国 債の記名者に対する記名国債担保貸付および環境

衛生金融公庫からの受託貸付がある。

借入申込か ら返済までの手続は,貸 付の中心をなす普

通貸付の場合についてみると,借 入申込を受けたあと,

信用調査を経て貸付契約が行われ,そ の後は約定に従 っ

て返済が行われる。

返済は月賦払いがほとんどであるが,隔 月払い,半 年

賦払いなどのほか,特 定月のみの季節払い,投 資効果に

応じた逓増払などのように,対 象が零細な企業だけに多

くの例外措置を設けている。また,払 込方法 も,窓 口持

参,銀 行振込み,郵 便振替,預 金口座振替などあらゆる

方 法 で払 込 み で きる よ うに な ってい る。

3.オ ンライン適用業務

総合オンライン・システムの適用業務は,

(1)公庫の主業務である普通貸付,経 営改善貸付,受 託貸

付の貸付事務およびそれが完済に至るまでの回収(返

済金充当)事 務

(2}すでにオフライン集中処理をしている恩給担保貸付,

記名国債担保貸付の貸付 ・回収に伴 う計理事務

③その他支店業務運営にかかる計理事務全般である。

すなわち,支 店業務の大半を占める日常的定型業務全

体を対象 としている。

4.開 発 の目的 と特徴

本システムは,先 にも述べナこように,業 務量の急速な

増加 と業務内容の多様化および労働力の不足や人件費の

高騰などの環境変化に対処するために開発 された もので

あるが,具 体的な企業内目的としては,

ω支店事務の省力化

②事務処理体系の総合的な合理化 ・近代化

㈲事務処理の正確化 ・迅速化による顧客サービスの向

上

④経営活動に必要な情報の収集 と整備

の4項 目を掲げている。

また,本 システムの最大の特徴は,全 取引 ・金勘定科

目を対象 とし支店からすべての帳簿類をな くした点,す

なわち,会 計情報処理を中心 とした総合オンラインとい

えるところにあるが,そ のほかの際立 った特徴を述べて

みると,

(1)支店が全国に散在 しているため,全 国的規模の回線

網 となること

②業務に最適な新型専用端末機を開発したこと

㈲全帳簿をオンライン化したため。 システム全体がき

わめてツァイル ・オ リエンテ ッドであること

㈲預金口座振替な どのバ ッチ処理 も大幅にとり入れ,

オフラインの処理効率を十分に活用していること

㈲業務面では,顧 客尊重の考え方に立って,多 ぐの例

外処理を認めていること

⑥オフライン集中処理を経ず,適 用業務のすべてを一

－a2一
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斉 にオ ン ラ イ ンへ 移 行 して い る こ と

な どが 目に つ く。

5.開 発の組織 と日程

オ ン ライ ン ・シ ス テ ム等 の 開 発 組 織 は ど うあ るべ きか

とい う議 論 は 種 々 あろ うが,要 は それ ぞ れ の 企 業 の実 態

に応 じて決 定 され るべ き もの と思 わ れ る。

公 庫 では,そ の 開 発 は 全 公 庫 的 な 事 業 で あ る との認 識

か ら,単 に コ ン ピ ュー タ ー部 門 の仕 事 と して で は な く,

本 支 店 ・部 課 とい う組 織 を超 えて編 成 され た プ ロジ ェ ク

ト ・チ ー ムに よ り行 わ れ た 。 もちろ ん,各 部 門 の横 断 的

な プ ロ ジ ェ ク ト ・チ ー ムで は あ るが,実 質 的 に は コ ン ピ

ュー タ ー部 門 を 擁 して い る事 務 部 の メ ンバ ー が 中心 とな

った こ とは い うまで もな い 。

シ ス テ ム設 計 の 過 程 に お い て は,広 く関係 各 部 門 の参

加 を得 た こ と もあ って,各 部 門 の利 害 が 相反 した り,議

論 が百 出 し決 定 が 長 びい た りして 必 ず し も効 率 的 で は な

か ったが,反 面,職 員 全 体 の 参 画 意 識 が 芽 ば え,成 功 へ

の 大 きな バ ック ボ ー ン とな った こ とは,予 期 せ ぬ 収穫 で

あ った。

オ ン ラ イ ンの 開 発 に は,冒 頭 に も述 べ た とお り実 に3

年8カ 月 を要 して い る。 これ は,リ ア ル タイ ム ・プ ログ

ラ ムに 約14万 ス テ ップ,オ フ ライ ン ・プ ログ ラ ムに約36

万 ス テ ップ もか か った よ うに シス テ ムの 規模 が大 きか っ

た こ と と,国 に 準 じた単 年 度 予 算 制 度 に よ って拘 束 され

る とい う公 庫 の特 殊性 が大 きな 要 因 を な し て い る もの と

い え る。

表 一1開 発 日程の 概要

項 目 作 業 期 間 所要月数

(1)予 備 設 計 S.45年10月 ～46年3月 6ヵ 月

(2)基 本 設 計 S.46年4月 ～47年1月 13ヵ 月

(3)詳 細 設 計 S.47年2月 ～47年9月 8ヵ 月

(4)プ ロ グ ラ ミ ン グ S.47年10月 ～49年2月 17ヵ 月

(5)テ ス ト店 試 行 S.49年3月 ～49年5月 3ヵ 月

⑥ 本 稼 動 S.49年6月 ～

6.機 器構成

本システムの機器構成の特徴は,中 央処理装置(CP

U)を3台 使用し,う ち2台 をリアルタ/ム 処理用,残

3

表2主 な使用 機器

装 置 名 型 式 台 数

〔D中 央 処 理 装 置 H-8450(786KB) 3

② 通 信 制 御 装 置 H-8668 4

〔3)磁 気 ド ラ ム 装i㍑ H-8567 6

(4)集 団 デ ィ ス ク 装 置 }ト8578 9

(5)磁 気 テ ー プ 装 置 H-8453 30

(6)ラ イ ン ・プ リ ン タ H-8246 6

(7)カ ー ド ・ リ ー ダ H-8288 3

(8)シ ス テ ム ・コ ン ソ ー ル 1

(9)端 末 装 置 H-9581 約400

りの1台 を オ フ ライ ン処 理 用 兼 バ ッ クア ップ用 とし て い

る と ころ に あ る。 これ は,設 計 当 時 に お い て,公 庫 の デ

ー タ量 と 口座 数 の 多 さか らみ て ,十 分 に処 理 可 能 な 国産

機 が出 現 し てい な か った た め で もあ る。

しか し,結 果 論 で は あ るが,支 店 を東 西 の2ブ ロ ッ ク

に 分割 し2台 の コ ン ビ=・一夕ー で そ れ ぞ れ処 理 させ る方

式 は,

{1障 害 時 の影 響 が 半数 の 支 店 で す む

(2)オフ ライ ン処 理 が効 率化 され る

{3)バ ック ア ップ機 を含 め7ト ーータル コス トに お い て安

い

な ど別 な面 で の効 果 が あ り,今 後 の大 規 模 な オ ン ラ イ ン

の 設計 に あ た って は,一 老 し て も よい方 法 で あ ろ う。

7,端 末機 と回線網

オ ン ライ ン ・シ ス テ ムに お け る端 末 機 は,マ ン ・マ シ

ン ・シ ス テ ムの 接 点 と して きわ め て重 要 で あ る。 この ナこ

め,本 シス テ ムで は,人 間工 学 的 配 慮 を基 礎 に,業 務面

お よび オ ペ レー ター の健 康 管 理 面 か らの 最 適 化 を 設 計理

念 と し,従 来 に な い新 し い端 末機(写 真)を 開 発 し使 用

し て い る。

通 信 回線 は,1,200BPS回 線(D-5規 格)に,2～

3力 店 をつ な い だ マル チ ・ ドロ ップ方 式 に よ り63回 線 を

使 用 し て い る。

な お,回 線 料 金 は全 国的 な 規 模 とな る関係 か ら きわ め

て 多額 とな るた め,回 線 網 の 設 計 に あた って は,業 務 上

の必 要 性 を み た し た うえ で,い か に 安 上 りに ネ ッ トワー

クす る か が最 大 の ポ イ ン トで あ った。
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独自に開発した端末装置

8.稼 動状況と運用態勢

稼動を開始してからすでに約3年 の時日が過 ぎた。稼

動当初において部分的な障害は発生しrこものの,重 大な

障害は幸いにもおこらず,現 在ではシステム的にも安定

をみ,す べて順調に運営され,着 々と予定した効果をあ

げている状況にある。

オンライン ・システムの運用には,去 る50年9月 から

交替制勤務(3シ フト)を 導入 し,外 部オペレーター等

を一切使わず,す べて自前による運用を行っている。

交替制勤務は導入か らすでに1年6ヵ 月を経 過 しナこ

山口

広島

献 阪

泉佐野

図一2

八代 鹿屋

事 務 セ ンター

(東 京 ・三鷹市)

63回 線

(129支 店)

千住

館山
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が,ロ ー テー シ 。ン も うま くゆ き,健 康 管 理 面 での 問題

や 労 使 間 の トラブ ル もな く,き わ め て順 調 に運 営 され て

い る状 況 に あ る。

9.お わ りに

金 融機 関 に お け るオ ン ライ ン ・シ ス テ ムは 話 題 とす る

に 値 しな い 昨今 で は あ る。 し か し,当 公 庫 の よ うな ぼ う

大 な 口座 数 と全 国 的 な 規 模 を持 ち,さ らに予 算 上の 制 約

が 加 わ る政 府機 関 が 本格 的 な 総 合 オ ン ライ ン ・シス テ ム

を導 入 で きナこことは,き わ め て 画 期 的 な こ とだ った と 自

負 し て い る。

オ ン ライ ン 開 発 が ス タ ー トし た 当初,開 発 プ ロジ ェ ク

ト ・チ ー ムは わ ず か7名 で あ っ た が,ス ケ ジ ュ・一品ル の 進

行 と と もに 急速 に ふ く らみ,最 終 的 に は メ ー カ ーのSE

も含 め て100名 もの 人 間 が従 事 し た。 これ だ け の大 世 帯

が 長 期 に わ た って 綿 密 な 計 画 を 予 定 通 り進 め て ゆ く こ と

は並 大 抵 の こ とで は な か った 。

ま た,顧 客 尊 重 の 考 え方 に 立 って,先 に も述 べ た 返済

方 法 の よ うに 多 くの例 外 処 理 を と り入 れ た こ と,政 府機

関 の性 格 上や む を得 な い こ とで は あ るが,政 策 に よ って

制 度 の発 足 や改 廃 が 多 か った 時期 で もあ った こ とな どか

ら,シ ス テ ム設 計 上 の混 乱 や無 駄 が あ った こ と も事 実 で

あ る。

この こ とは,結 果 的 に プ ログ ラ ム ・ス テ ップ数 を 増加

させ,シ ス テ ム的 に も複 雑 化 を もた らし,業 務 サ イ ドに

お い て は所 期 の 目的 を十 分 果 し成 功 で あ った もの の,E

DPサ イ ドにお い て は メイ ン テナ ンス の面,オ ペ レ ー シ

ョン手 順 の 面 な ど での 問題 点 を残 した とい え る。

本 年 度 の情 報 化 週 間 に あた り,優 秀 シス テ ム と して先

進性 ・安 定性 を評 価 され た こ とに よ り,過 去 の 苦労 は霧

消 した 現在,多 くの反 省 に立 っ て シ ス テ ム を総 点検 し,

さ らに 効 率 的 で よ り使 い易 い シ ス テ ム にす べ く,鋭 意 こ

の 整 備 改 善 に つ とめ て い る と ころ で あ る。

な お,今 後 の 課 題 として は,量 的 な面 の機 械 処 理 か ら

質 的 な面 での 情 報 処 理 へ の 転 換,す な わ ち,デ ー タ ・ベ

ー ス を 中心 と した オ ン ライ ン ・シ ス テ ムの 再 開 発 お よ び

セ ン ター ・オ ペ レ ー シ ョン の 自動 化(無 人 化)へ の 移 行

な どが あ り,前 途 は ま す ま す 多難 で あ る。

しか し,わ れ わ れ に は ま だ そ の力 はな い。 つ い ては,

諸 先 達 の 豊 富 な 知 識 と経験 とに よ り,こ れ らの手 法 が一

日 も早 く実 現 され,わ れ わ れ の 良 き道 標 とな る 日が く る

こ とを願 って や ま な い次 第 で あ る。

、

一5一
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、徹 底 した職 場 デ モ ク ラシー の追 求

法律の整備 も進 む

一一 ス ウェーデ ンにおけ る労働者 の合意参加 シス テムの実情

当財 団は本 年度事業の一環 として 「ナシ ョナルTPBSの 開発 に関す る調査研究」 を実施 し

てい るが,そ のなか で諸外国の合意参加 シス テムの実情 を調査す るナこめに,昨 年9月6日 ～9

月23日 にか けて,西 ドイツ,ス ウ ェー デンに調査 員を派遣 した。

ここではその調査結果の うち,ス ウ ェーデンにお ける労動者の合意参加 シス テムお よびその

背景 につい て紹介す る。

〈3つ の合意参加 レベル〉

スウェーデンにおける合意参加 システムとして,い ま

労働者の合意参加システムを中心 としてみるな らば,そ

れはつぎの3つ の合意参加レベルに区分することができ

る。

ω 職場レベルの合意参加 システム

② 企業レベルの合意参加システム

㈲ 経済レベルの合意参加 システム

そして,こ れ らの3つ のレベルにおける労働者の合意

参加システムは1970年 代に入ってか ら従来以上の拡大を

示し,現 在にいたっているが,そ れ らのあるものはすで

に1つ の制度 として定着しているもの もあれば,現 在ま

だ実験段階の もの もあり,ま た将来の改善計画が論議さ

れているもの もあるといったように互いに複雑に絡み合

いながら並存している。

1.職 場 レベルの合意参加システム

これはSHOP-FLOORDEM㏄RACYと よばれる

もので,工 場現場での労働者の経営参加,あ るいは自主

的な作業管理に関する問題を指している。 これについて

はすでに多くの実験が行われてきたが,こ こではボルボ

のカルマール工場の実験について述べよう。

まず最初に強調 されるべ きはこのカルマール工場での

労働者の合意参加システムが経営者側の積極的な リーダ

ーシップの もとに推進 されたことである。すなわち,そ

の基本方針はボルボのユーレンハンマー社長によって決

定されてお り,そ れはつぎのような7つ の桂から成 り立

っている。

・効率や経済成果を犠牲することなしに労働者のグル

ープ作業がで きるようにすること

・労働者同志が自由に作業中に互いに意思疎通ができ

ること

・ジ ョッブ ・ローテーションが容易にやれること

・作業出来高率に幅があること

・生産に対して労働者が本当に意義や価値を感ずるこ

と

・品質管理の責任の所在が明 らかにされること

・作業環境の改善に労働者の意思が反映 されること

以上のような基本方針に基づいて,画 期的なカルマー

ル工場の設計,生 産方式,作 業組織が実現し た の で あ

る。その主要な点を列挙すればつぎのような もの で あ

る。

① 生産の方式をすべてチーム・ワークをベースとす

るために工場内が機能別に分割 され,そ れぞれのチ

ームが彼 ら自身の職場 と入口,脱 衣室,休 憩室を持

つ。チームは約20人 程度で編成 され,そ れぞれのチ

ームは1つ の生産機能,た とえば電気関係のアセン

ブリだけを一括して受け持つ。

② 自動車工場固有 とされているベル ト・コンベア・

システムが全廃 され,こ れに替る動 くプラットフォ

ーム方式が導入された結果作業計画における自由裁

量の幅が著しく拡大した。また車体を吊 り上 げ た

り,横 にしたりする機械操作によって従来の重労働
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が 解 消 した 。 な お 動 く車 体 は コ ン ピ ュー タに よ って

自動 コ ン トロー ル され(手 動操 作 も可),し か も こ

れ に 自動 安全 装置 が つ い て い るな ど,高 度 に人 間 中

心 の 技 術 が活 か され て い る。

③ ア セ ンブ リ作業 が 、ス トレ ー ト ・ア セ ン ブ リ、 と

ssド
ック ・ア セ ンブ リー、 の2つ の方 式 に分 か れ て

お り,ス トレー ト方 式 とい うの は,い くつ か の動 く

プ ラ ッ トフ ォpaム が1つ の ライ ン とし て つな が って

い る もの の,個 々 の プ ラ ッ トフ ォー ムは独 立 し て い

て 各 チ ー ムが 自分 で決 め た 作業 時 間 に し たが って,

作業 を や る。 さ らに各 プ ラ ッ トフ ォー ムの 間 にバ ッ

フ ァ ・ゾ ー ン が あ って,車 が そ こに一 時 的 に プー ル

され て,互 い の作 業 の ズ レが 調 整 され る仕 組 み に な

って い る。

ま た ドック ・ア セ ン ブ リ とい うの は,ス トレー ト

・ア セ ン ブ リ とは 別 に 造 船 所 の ドックの よ うに な っ

てい て,作 業 チ ー ムが さ らに 少 人 数 の 作 業 グ ル ー プ

に細 分 され,こ れ らの グル ー プ が 一緒 に1台 の 車台

で作 業 し,各 人 の 作 業 は20～30分 単 位 で仕 組 ま れ て

い る。

④ 労 働 者 が もしあ る作 業 か ら他 の 作 業 に移 りた け れ

ば,そ れ が チ ー ム内 で あ れ ば,チ ー ム全 体 の話 し合

い で ロー テ ー シ ョンが 自由 だ し,場 合 に よ っ て は チ

ー ム全 体 で他 の作 業 チ ー ム と交 替 す る こ と も可 能 で

あ る。

⑤ 品 質 管 理 につ い ては,工 場 の2階 に あ る コ ン ピ ュ

ー タ室 と
,各 作 業 場 とが ネ ッ トワ ー ク で結 ばれ,要

所 要 所 に あ る検 査機 器 で検 査 され た結 果 が コ ン ピ ュ

ー タ室 に送 られ,そ れ がQUIK(QualityInfor-

mationKalmar)シ ス テ ムに よ って処 理 され た後,

そ れ ぞ れ の 作業 場 に伝 達 され る。

⑥ 作業 環 境 に つ い て は と くに工 夫 が 施 され て い て,

大 きな工 場 の 申 が あ たか も小 工 場 の よ うな雰 囲 気 に

な って い て,入 口 も個 別 に あ り,さ らに 外 に面 す る

壁 に は大 きな窓 が あ って,労 働 者 は 外 部 の光 や緑 が

楽 し め る よ うに 工 夫 され て お り,作 業 の終 った後 で

シ ャ ワーや サ ウ ナを 使 う設 備 ま で つ い てい る。

上 述 しtボ ル ボの カル マー ル工 場 で のSHOP・FLOOR

DEMOCRACYの 事 例 か ら わ れ わ れ が 受 け る最 大 の疑

問は,何 故このような徹底 した職場デモクラシーがいま

スウェーデンで真剣に行われているのかという理由であ

る。これにはつぎのような点が指摘 される。

第1が 時代的背景であ り,ス ウェーデンでは学校教育

水準が年々高 くな り,ベ ル トコンベア ・システムのよう

な単純で,か つ機械に従属した形での労働方式に対する

労働者の不満が年々高まり,こ れが高い退職率や欠勤率

として露呈 されるようにな った。 これに さらにパ リの五

月革命の影響で山猫ス トが激化したこともこれに拍車づ

けた。

第2が 経営者側の先取 り政策であり,高 い退職や欠勤

に伴 う人事管理費の増加,職 場のモラルの低下による生

産性の低下な どを考慮すれば,む しろ経営側が積極的な

職場の民主化,労 働者の合意参加方式を打ち出した方が

経営採算の面か らみて も有利であると判断したこと。

また第3に はスウェーデンの経営者の経営哲学につい

て もふれておかねばな らない。上記のような経営的な打

算以外に,ス ウェーデンの経営者には,こ うしたSHOP-

FLOORDEMOCRACYを むしろ先取 りして積極的に

これを受け入れようとする時代感覚や哲学がある。それ

は,例 えばこのカルマール工場での画期的なや り方(と

くに動 くプラットフォーム方式)の ために,従 来のベル

トコンベア方式にくらべて約1割 の設備投資の増加 とな

ったが,ユ ーレンハンマー社長はこれを敢え て 実 行 し

た。つまり労働者の作業方式を人間中心の理念に基いて

根本的に変えることによって,彼 らの作業上の管理労働

意識を払拭 し,さ らに作業の安全性を重視し,作 業環境

の快適化に努めている。'

しかし,そ の反面経営者は生産効率を高め,経 営 コス

トを引き下げるための並々な らぬ努力をしてお り,そ の

ためにコンピュータをフルに活用した り,労 働者の自主
し

管理を通 じて,管 理部門の人員を削減した り,品 質管理

の向上を計ったりしている。

つまり,最 大限の経営努力によって設備投資額の増加

による経営採算の悪化を,労 働者にシワ寄せしない形の

合理化を徹底的にや ることによってカバーしているので

ある。

このような経営者側の態度や考え方を日本の経営者は

大いに見習 う必要があるだろ う。
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2.企 業 レベルの合意参加システム

企業レベルの労働者の合意参加システムは労働者が各

種の代議機関,つ まり労働組合を通じて,企 業に対し影

響力を行使するためのシステムだといえる。そしてそれ

は具体的には,労 使協議会およびその下部機関,た とえ

ば経済委員会,調 整グループ,安 全委員会などがあげら

れるし,さ らに もう1つ の面では取締役会への労働組合

代表の参加がある。

スウェーデンの労使関係はSAF(SwedishEmploy-

er'sConfederation,ス ウェーデン経営者連盟)とLO

(SwedishConfederationofTradeUnionス ウェーデ

ン労働組合連合)の2つ が二大組織 としてあり,そ の周

辺にホワイ トカラー,公 務員,大 学教授,医 師,弁 護士

な ど専門職の組合などが中央組織を持 っているが,主 と

して,SAFとLOと の間の中央交渉によって,賃 上げ

その他の重要事項のほとんどがきめられ,そ の 決 定 は

SAF,LOか らそれぞれ共通の勧告として,下 部の各所

属団体,組 合に送られ,こ れが最終的には所属組合で集

団協約の形にまとめられるのである。

ところで,現 在 この企業レベルの労働者の合意参加 シ

ステムとしてもっとも注目されるのは,1976年 に国会で

議決され,1977年1月1日 か ら実施される労使共同決定

法(ActonCo-determinationatWork)で ある。

この法案は労働者組合幹部が企業秘密に関する情報を

入手し得 ることを法的に保証している点で画期的な意義

を持 っている。

ω 経営者は労働組合に対し,そ の企業の生産状況,

経営収支状態,人 事政策について継続的に知 らせね

ばならない。

また労働組合員の共同利益を守る上で必要と認め

られる場合には,彼 らに事業に関する帳簿,会 計記

録を調べる機会を与えねばな らない。(第19条)

(2)経 営者は提供する情報の機密扱いについて労働組

合と交渉することができる。 もし,そ の相手が地方

組合で,交 渉が合意に達しないときは経営者側は全

国組合に再交渉で きる。

それでもなお合意が不成立の場合はさらに労働裁

判所に申請することができる。(第21条)

(3)機 密扱いの情報を受けた労働組合の代表は,そ の

情報を組合執行委員に知 らせることができる。その

場合,当 該執行委員は機密を守る義務を負 う。(第

22条)

(4)給 与および一般雇用条件に関する団体協約を結ん

でいる場合には,労 働組合が要求すれば,雇 用契約

の締結および破棄,仕 事の監督 と分担,そ の他の経

営管理問題についての労使共同決定に関する団体協

約を結ばねばな らない。(第32条)

㈲ 労使間の紛争を調停するために公共調停局(Pub-

IicConciliator'sO伍ce)を 設け,労 使紛争が労働争

議に発展するおそれのある場合は,公 共調停局が調

停官を任命し,紛 争の解決に助言,協 力する。(第

46条)

倒 調停官は調停による労使間の合意が成立しない場

合,こ れを仲裁にゆだねるよう要請できる。政府は

これに基づいて調停委員会を設置し,ま た民間人の

特別調停人を任命することができる。(第51条)

(7)経 営者または労働組合が機密扱い規定に違反した

場合にはその結果もたらされる損害に対して責任を

負 うものとするn(第56条)

以上で明 らかにされたように,こ の労使共同決定法は

スウェーデンの合意参加システムの歴史で決定的に重要

な意味を持 っている。それは労働組合に対 し,従 来企業

秘密とされていた企業経営上の重要な情報のすべてにつ

いてこれを調査した り,そ れ らに関する情報の提供を受

ける権利が法的に与えられることになったからである。

その結果,労 働組合側は,企 業の経理内容が全部わか

ることになるか ら,企 業利潤は もちろんのこと,製 品の

原価なども明 らかにされる。それから新 しい工場の新増

設,生 産計画,首 切 り,配 転に至 るまで,い やしくも労

働者の生活に影響を及ぼす各種の企業情報はすべて必要

であれば労働組合代表がこれを入手できるだけでなく,

それらの資料が組合の執行委員にまで周知されるのであ

る。

そこで,労 働組合側 としては.企 業の経営計画につい

て事前にこれをキャッチして,そ れへの対応策を練るこ

とができるし,ま たもしこれに反対 しようとするな らば

事前に団交によってこれを阻止する手段 もとり得るわけ二
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である。

ただし労働組合は機密扱いの企業情報は執行委員まで

の範囲で周知させることがで きるのであって,し たがっ

て一般組合員には依然として公開することができない。

なお,こ れ らをめ ぐる労使紛争については公共調停局

や政府の調停委員会など,何 段階 もの調停機関が設けら

れていて,極 力,紛 争を平和的に解決するように工夫 さ

れている。

この法案が成立した後で去る9月 にスウェーデンの国

会議員選挙があり,そ の結果30年 以上続いた社会民主党

政権がたおれたので,今 後 この法案の施行に当ってどう

いう変化が起ってくるかについては明らかではないが,

多 くの識者の意見では大筋としてはそれ程大 きな流れの

変化はな く,所 定期 日には法案が施行実施に移 されるだ

ろ うとい うことであった。ただし同法施行後の実際の運

営については,経 営者側に有利に運用 されることはある

程度さけられないという見方が支配的であった。

このほか,企 業 レベルの労働者の合意参加について労

働環境保護や労働者の取締役会参加など各種の法律が制

定されている。

① 労働環境改善措置法

これは労働安全向上のための措置 として制定 されたも

ので,従 業員5人 以上の全事業所では安全委員を任命す

ること,ま た従業員50人以上の事業所では労使代表か ら

なる安全委員会を設置しなければな らない、こと。労組側

の安全委員はこれによって,工 場の新増設,機械の購入,

投資計画,作 業方法な どの決定についての資料を知る権

利を持 ち,か つこれに意見をのべることができるように

なった。

② 雇用保障法

この法律は74年1月 か ら施行され,経 営者が従業員を

解雇する場合には,こ れに該当する理由がなければな ら

ないし,従 業員がこれに不服の場合にはこれを法廷で争

うことができるし,判 決が下るまで職に止まることがで

きる。

また経営者は人員整理に際 し,そ の規模に応 じ,2～

6ヵ 月前に郡雇用委員会に対 し予告しなけれ ば な らな

い。 このほか,企 業は調整グループを設置し,こ れには

経営者,地 方労働組合,地 方職業安定局か ら委員が任命

されることになっている。

③ 労働者の取締会参加に関する法律

同法は73年 に施行され,企 業と労働協約を結んでいる

地方労働組合は2人 以上の取締役およびその代理を選任

する権利を持つ。そして労働者代表の取締役は他の取締

役 と同じ権利義務を持つが,賃 金協定,ロ ックアウ トな

どの取締役会議には 参加で きない。 なお 同法は 従業員

200人 以上の特定企業および営利団体に対し,3年 間試

験的に実施されている。

3.経 済 レベルの合意参加システム

これは企業の部分的所有を労働者に対して保障するシ

ステ人であって,こ れについて もすでにい くつかの法律

が施行されている。

その1つ は74年 の第4次 国民年金保障基金に関する法

律で,76年 に同基金による民間企業か らの株式取得限度

額が10億 クローネに引上げ られた。

このほか,労 働組合が管理する従業員基金の創設を労

働組合が要求し,そ の立法化の動 きがあり,ま たこれ と

は別に納税者としての企業からの補助に基づ く従業員貯

蓄制度の創設も提案 されている。

以上述べた企業,経 済レベルの合意参加システムにつ

いて若干のコメン トをつけ加えれば,ス ウェーデンには

伝統的な社会民主主義的な政治の流れがあ り,労 使間の

問題は全国レベルの労使の団体交渉によって解決し,も

しそれが不調に終 った場合にはさらに労働裁判所その他

の第三者的調停機関が調停に当るという方式が定着して

いる。したがって他の先進国に くらべて,労使関係は比較

的に安定してお り,深 刻な労働争議 も余 り起 ってない。

しかしその反面には職場 レベルの合意参加システムでみ

てきたように経営者側が最大限の犠牲を払ってまで も,
も

産業民主主義の発展に積極的にとり組んで きていること

を見のがしてはならない。.

そして,最 近の傾向としては,従 来の労使協議会方式

中心か ら,さ らに一歩進めて労働者の経営参加,企 業秘

密の労組幹部への公開といった方向に進んできてお り,

こうした方向は今後 も大 きな歴史的な流れ として,徐 々

にしかし確実に進んでいくもの とみられる。

(増田米二 ・社会情報システム研究室)
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システ ム監 査 の必要性 とその概 念

「わ が国 にお け る シス テム 監査 のあ り方 」よ リ

'

,

1.は じ め に

昭和51年3月,当 財団はシステム監査委員会(金 子佐

一郎委員長)の 報告書 「わが国におけるシステム監査の

あ り方」を発表した。同報告書は,関 係各方面で大 きな

反響を呼び,そ の後,多 くの企業でシステム監査の体制

づ くりが急ピッチに進んでいる。

このシステム監査は,昭 和49年 に当財団の前身,旧 ㈲

日本情報開発協会が提唱したものであ り,こ れまでの主

な動 きを紹介するとつぎのとお りである。

昭和49年6月 「渡米システム監査研修団」の編成を

発表

同10月

昭和50年4月

同6月

同11月

昭和51年3月

回9月

研修団渡米

同研修団の報告書 「システム監査」を

発表.一,

「システム監査委員会」を設置

日本経済新聞,17日 付社説で 「システ

ム監査の徹底を」と訴える

昭和50年度システム監査委員会年次報

告書 「わが国におけるシステム監査の

あり方」発表,__、

情報化週間の情報化国際講演討論会で

「システム監査 と管理者の責任」をと

りあげる'

2.シ ステム監査はなぜ必要か

システム監査 とい う言葉自体は,昭 和45年 頃か らわれ

われは使っていた。それは,シ ステム開発に関連して,

開発が終 って稼働段階に移行したシステムは,監 査の対

象 に な る とい う,と で あ り濫 査 対 象 、、。 ン ピ 。一,.●

シ ス テ ムで あ る とい う以 外何 もふ れ て い な い。 し たが っ

て,当 時 は,シ ス テ ム監 査 の 定義 や 内容 も明確 にせ ず,

実 態 と して は 無 で あ った 。

ところ が,そ の 後,コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ム を め ぐる

大 きな 問題 点 が い くつ か表 面 化 し て きた。 これ らは,マ

ネ ジ メ ン ト上 の 問題 や セキ ュ リテ ィ上 の 問題 や,あ る い

は プ ライバ シー の 保 護 問題 等 に代 表 され る。 しか も,こ

れ らの諸 問題 は,個 々別 々に解 決 す る こ とが難 し く,合

理 的 に総 合 的 に 解 決 され ね ば な らな くな って きて い る。

こ こに,あ らた に シ ステ ム監査 を提 唱 した理 由 が あ る。

(1)情 報 化 の 進 展 と新 しい 問 題 の 発 生

① コ ン ピ ュー タ をい か に パ イ させ るか

昭 和48年 秋 の オ イル ニ・シ ョ ック以 降,ト ップ ・マ ネ ジ

メ ン トが,コ ン ど ユ 一 夕部 閨 の 予 算 が 大 き く膨 れ あ が っ

て い る こ とに 目 をつ けは じめ た。 その結 果,コ ン ピ ュー

タ利 用 が本 当 に有 効 で あ るか ど うか,具 体 的 に は握 す る

必 要 に せ ま られ て きた。

② エ ラー の影 響 を与 え る範 囲 の 拡大

コン ピュー タ ・シ ス テ ムが,大 規 模 か つ複 雑 化 す るに

つ れ ト エ ラー の影 響 が広 範 囲 に 及 ぶ と ころ とな った。 と

くに,多 数 の顧 客 の金 銭 を処 理 す る シス テ ムや,将 来 に

か けて の 医療,交 通 シ ス テ ム等,プ ログ ラム 上 あ る い は

オ ペ レー シ ョン上 の エ ラ ーが,場 合 に よ って は不 特 定 多

数 の 一般 市 民 に重 大 な 影 響 を与 え か ね な い と さ れ て い

るo., ,..、,.ご`
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③ 破壊行為の目標にされる

コンピュータ ・システムが,業 務処理の中枢をなすよ

うになるにつれ,す でに外国では昭和44年 頃,過 激派学

生がコンピュータ室に乱入して占拠 し,メ チャメチャに

室内を破壊し大 きな被害をもたらした事件等が発生して

いる。

わが国でも,昭 和50年2月,間 組のコンヒ。ユ一夕室が

過激派に狙われ,爆 破 され,壊 滅的状態 とな り,物 理的

な安全対策が現実の問題 となった。

④ コンピュータ犯罪の発生

昭和46年,わ が国初のコンピュータ犯罪 と思われる事

件が起った。それは,顧 客 ファイルがコピーされ,競 争

相手の企業へ渡っていたとい うものである。

昭和49年 以降,今 日まで金融機関を舞台 としたコンビ

=一一タ犯罪が7件 発生している。 とくに,昭 和51年 版の

犯罪白書では,「 銀行員が,コ ンピュータ・システムを

悪用し,架 空名義の通帳を利用して預金を引 き出す等の

犯行により,銀 行に対 し約2億3,000万 円の損害を与え'

た詐欺等事件」が報告 されている。わが国ではまだ発生

件数が少ないが,全 世界の犯罪件数は今年7月 現 在 で

420件 という数字が確認 され注目されている。

⑤ プライバシー保護運動の展開

昭和47年11月,全 電通,自 治労,電 機労連などの労組

と文化人,学 者が中心となって,「 国民総背番号制に反

対しプライバシーを守る中央会議」(代 表 ・伊達秋雄弁

護士)が 発足し,プ ライバシー保護運動を展開した。

昭和49年6月 には,保 利行政管理庁長官(当 時)が 行

政監理委員会に 、行政機関等におけるコンピュータ利用

に伴 うプライバシー保護に関する制度のあり方"を 諮問

レk。 翌年4月,同 委員会は,現 段階では時期早尚との

結論を出し,立 法化は見送 られた。・

しかし最近,地 方自治体ではコンピュータ条例を制定

する動きが広がってきており,一 方,前 述のプライバシ

ーを守る中央会議 も,先 般 「個人情報保護に関する条例

モデル要綱」を発表した。いずれにして も,近 い将来,

プライバシー保護法の立法化は必至の情勢にあるといえ

よう。

⑥ 商法改正のインパク ト

昭和49年10月1日 施行の改正商法において,2つ の重

要 な 改 正 が 行 わ れ て い る。

1つ は,監 査 役 の権 限 が強 化 され,従 来 の 会 計 監 査 に

加 えて,業 務 監 査 権 が 付与 され た点 で あ る。 この こ とか

ら,監 査 役 の 業 務監 査 へ の対 処 が注 目 され る と ころ とな

った 。

も う1つ は,公 認会 計士 監 査 が導 入 され た点 で あ る。

これ に よ り,銀 行 の場 合 は,ご く一 部 を除 い て,ほ とん

どが 公認 会 計 士 監 査 を導 入 しな けれ ばな らな くな り,51

年4月1日 以 降 の営 業 年 度 にお け る決 算 か ら実 施 に うつ

され た。

公 認 会 計 士 側 は,銀 行 の コ ン ピ ュ ー タ利 用 が非 常 に高

度 で あ り,オ ン ラ イ ン ・リアル タイ ム ・シス テ ムな どの

普 及 が 目 ざ ま しい こ とな どか ら,会 計 監 査 に あ た って

も,コ ン ピ ュー タ ・シ ス テ ムを無 視 で きな い との姿 勢 を

示 し対 策 にの り出 した 。

す な わ ち,会 計 処 理 が コ ン ピ ュー タで 行 わ れ て い る場

合,計 算 書 類 等 の 作 成過 程 で あ る コ ン ピ ュー タ ・シ ス デ

ム その もの の 信頼 性 を保 証 す る こ とが前 提 条 件 とな る と

の考 え方 で あ る。

(2)問 題 解 決 への ア プ ロー チ

以 上述 べ て きた 問題 点 は,い かな る組 織 体 に もあて は

ま る こ とで,し か も,き わ め て共 通 の 大 きな 問題 点 の み

で あ る。 した が って,こ れ ら以 外 に も多 くの 問題 点 が あ

り,今 後 と も新 しい 問 題 が 発生 して くる と考 え るべ きで

あろ う。

な ぜ な ら,手 作 業 の 段 階 で は,各 部 門 ご とに,そ の 分

野特 有 の 問題 とし て分 散 し て存 在 し て い た。 と ころが,

コ ン ピュー タ処 理 に 変 わ って か らは,己 れ らの 問 題 の 大

部 分 が シ ステ ム上,オ ペ レ ー シ ョン上 にお い て 解決 され

るべ き問題 と して,コ ン ピ ュー タ部 門に 集 中 化 し,蓄 積

、

されてきているからである。

ゴンピュ一夕処理に変わったため,多 くの問題点が解

決 されて きた。 しかし,逆 にコンピュータ処理になった

ために,過 去に経験 したこともない新しい困難な問題が

発生してきていることも重視されねばな らない。

これらの諸問題に対して,現 段階で総合的かつ合理的

な解決策を講 じないと仮定したらどうなるであろ うか。

近い将来,必 ずコンピュータ利用をめ ぐって,安 全対策

一11一



ノ〃)Z)ECジ ャ ーnナル

上,犯 罪 防 止 上,個 人 デ ー タ処 理 上,会 計 デ ー タ処 理 上

等 々 を め ぐって,つ ぎつ ぎ と規 制 措 置 が 行 わ れ ざる を得

な い状 況 に 追 い込 ま れ るの で は あ るま い か。 そ う な れ

ば,コ ン ピュー タ導入 の利 点 も制 約 され て くる ことに な

るか ら,先 見 性 を 発揮 し て,問 題 点 の先 取 り解 決 をは か

らね ば な らな い とい う こ とにな る。

そ れ で は,こ れ らの 諸 問題 を解 決 す る た めに,ど の よ

うな 方法 論 を と るのが 最 適 か を考 えね ば な らな い こ とに

な る。

① 現 状 の不 安 をい か に 解 消 す るか

これ ま で述 べ て きた 問題 点 に つ い て は,コ ン ピ ュー タ

が業 務 処 理 にお い て中 枢 機 能 を 果 す よ うに な った 今 日,

当然,コ ン ピ ュー タ部 門の マ ネ ジ メ ン トが 留 意 し,中 心

的課 題 とし て取 り組 ん でい る。 しか し,そ れ で もな お 十

分 で は な く,効 率 的 利 用 の 余 地 が残 り,危 険 性 を か か

え,万 全 でな けれ ば な らな い 部 分 に つ い て も不 安 がの こ

る現 状 か らす れ ば,お の ず と結 論 が 出 て くる。

す な わ ち,コ ン ピ ュー タ部 門 か ら独 立 し た立 場 で,客

観 的 な 目で もって,コ ン ピ ュー タ関 連 業 務 の 点 検 ・評 価

等 を 行 い,助 言 や 勧 告 な どに よ って,内 蔵 す る脆 弱 性 を

補 ってい く必 要 性 が あ る とい え る。

② どの よ うな 方 法 で解 消 す るか

独 立 か つ 客 観 的 な立 場 で,コ ン ピ ュー タ関 連 業 務 の 脆

弱 性 を補 う方 法 論 と して,ど の よ うな方 式 が 望 ま し いか

とい う問題 が つ ぎに 出 て く る。 この点 に つ い ては,今 日

の社 会 で は企 業 ・行 政 体 ・その 他 を 問 わず,す で に監 査

とい う機 能 が広 く制 度 とし て確 立 され て い る。

監 査 とい うの は,も と もと独 立 か つ客 観 的 な立 場 で,

そ の対 象 を検 閲 し た り評 価 した りす る もの で あ るか ら,

コ ン ピ ュー タ関連 業 務 にお い て も,そ の弱 点 を克 服 し,

コ ン ピ ュー タ利 用 の メ リ ッ トを よ り多 く享 受 す る よ うに

も って い く上 で も,そ の立 場 が 最 適 で あろ う。

この よ うな 意 味 か らは,企 業 に とって,コ ン ピ ュー タ

関 連 業 務 は 当然 業 務 監 査 の 対 象 で な けれ ば な らな い だ ろ

う。 今 日ま で放 置 され て きたが,そ れ は,具 体 的 に どの

よ うに す れ ば よ いの かが わか らな い とい うこ とが 大 きな

理 由 に な って い た もの で あ る。

当財 団 が,シ ス テ ム監 査 とい う名 称 で 提 唱 した背 景 に

は,こ れ らの 複 雑 化 ・高 度 化 した コ ン ピュー タ関連 業 務

をい か に して は撮 し,問 題 点 を 総 合 的 ・合理 的 に解 決 す

るか とい う問 題 が か らん で い る。 す な わ ち,今 月 の コ ン

ピ ュー タ関連 業 務 は,シ ス テ ム とし て ワン セ ッ トで完 結

した状 態 で と らえ な け れ ば,そ の実 態 は お よ そ第 三 者 に

は は握 で きな い。 全 体 像 が つか めな けれ ば,ム ダを 除 く

に しろ,問 題 点 を排 除 す るに しろ,い ず れ もお ぼ つ か な

い。 これ が,シ ス テ ム監査 発 想 の原 点 で あ る。

3.シ ステム監査の概念

この よ うな 発 想 に もとつ い た シス テ ム監 査 を実 際 に実

施 し よ うとす る場 合,ま ず,コ ン ピ ュー タ関連 業 務 を い

か に して シス テ ム と して と らえ るか,つ ぎに,ど の よ う

な 方 法 で監査 す れ ば よい の か を 明確 に しな け れ ば な らな

いo

(1)シ ステ ム の と らえ 方

シ ス テ ム監 査 委 員会 で は,シ ス テ ム監 査 と して と らえ

る シ ス テ ムを,「in」 か ら 「out」に至 るプ ロセ ス が 自動

的 ま たは 半 自動 的 に つ らな る構 成 体 とし て と ら え て い

る。 そ して,コ ン ピ ュー タ関連 業 務 に つ い て は,そ の 生

成 過 程 を 「企 画段 階」 一 「開発 段 階 」 一 「稼 働 段 階 」 と

して と らえ,そ れ ぞ れ を監 査 の対 象 とし て い る。

この3段 階 の 申 で,と くに稼 働 段 階 に お い ては,シ ス

テ ムを どの よ うに と らえ る か で,監 査 の 対 象 範 囲が 決 定

され,き わ め て重 要 な意 味 を もつ。 これ につ い て は,つ

ぎの 図 に 示 す よ うに,「 デ ー タの発 生 」 か ら 「ア ウ トプ

ッ トの 最終 活 用」 に至 るま での 全 プ ロセ ス を包 含 す る も
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の と して と らえ て い る。

(2)シ ス テ ム 監査 とは

シ ス テ ムの と らえ 方 が 明 確 に な る と,つ ぎは,そ の シ

ス テ ムに 対 して,何 を 目的 と して,誰 が,い か に監 査 す

るの か,な どを整 理 しな け れ ば な らな い。

① 目的 は何 か

す で に 問題 点 と して もふ れ て きた よ うに,コ ン ピ ュー

タの有 効 利 用 を促 進 させ,か つ,そ の 弊 害 を取 り除 くこ

とが 目的 で あ る。 し たが っ て,基 本 的 に は,(a)効 率 の追

求,(b)品 質 の 保 障,◎ 弊 害 の 除 去,の3点 を求 め る こ と

と集 約 す る こ とが で き よ う。

② 誰 が や るの か

民 間 企 業 で,比 較 的規 模 の大 きい コ ン ピ ュー タ ・ユ ー

ザ を想 定 して み る と,企 業 内 に監 査 部 門 を設 置 し て い る

場 合 が 多 い。 この 場 合 は 新 らたに 監 査 部 門 に コ ン ピ ュー

タ の専 門知 識 を もっ た監 査 人,す な わ ち シ ス テ ム監 査 人

を養 成 す る とい うの が対 処法 で あろ う。

この 点 に 関 して い え ば,す で に 都市 銀 行等 で は,コ ン

ピュー タ専 門 家 を監 査 部 門(検 査 部)へ 配 置転 換 し,ス

ペ シ ャ リス トと して の シ ス テ ム監 査 人 の養 成 に の り 出

し,体 制 づ く りが進 ん で い る。

③ どの よ うな基 準 を設 け るか

シス テ ム監 査 を実 施 す る場 合,シ ス テ ム監 査 人 が尺 度

と して使 う こ との で きる基 準 を設 定 す る必 要 が あ る。 こ

の シス テ ム監 査 実 施 基 準 に つ い て,シ ス テ ム監 査 委 員会

で は,一 般 基 準 と品 質基 準 に わ けて 設 定 し,つ ぎの よ う

に定 め て い る。

一 般 基 準 とは
,あ らゆ る監 査 の 際 に あて は ま る 項 目

で,シ ス テ ム監 査 の 場 合 も当然 採 用 し な け れ ば な らな い

基 準 で あ る。 これ は,シ ス テ ムを全 般 的 に監 査 す る実 施

基 準 で,(a)準 拠 性,(b)採 算 性,(c)適 時性,(d)生 産 性,の

4つ を設 定 して い る。

品 質 基 準 とは,シ ス テ ム 自体 の 内容 で あ る品 質 また は

性 能 を保 障 す るた め に 満 た され るべ き基 準 で あ り,(a)安

全 性,(b)信 頼 性,(c)機 密性,の3つ を設 定 し てい る。

④ 基 準 を ど こに適 用 す るの か

以 上7つ の基 準 を,シ ス テ ム の どの時 点 で どの 部 分 に

対 して適 用 す れ ば,最 も有 効 な シ ス テ ム監 査 が で きるか

とい う課 題 が つ ぎに出 て くる。 これ に つ い て,シ ス テ ム

監 査 委 員会 で は,シ ス テ ムの フ ァン ク シ ョン上,お よび マ

ネ ジ メ ン ト上 の 重 要 な チ ェ ック ポイ ン トを示 して い る。

シ ス テ ムの 重 要 な フ ァン ク シ ョン と して,(a)コ ン トロ

ー ル ,(b)セ キ ュ リテ ィ,(C)プ ライバ シ ー,の3つ を あげ

て い る。

つ ぎに,シ ス テ ム が いか に管 理 され て い るか とい う状

態 を監 査 す る た めの チ ェ ッ クポ イ ン トとして,(a)承 認,

0))標準 化,(C)ド キ ュメ ン テ ー シ ョン,(d)ス ケ ジ ュー リン

グ,を と りあ げ て い る。

(3)チ ー ム ・ア プ ロー チ の 検 討 を

最 後 に,現 段 階 で は どの よ うに対 処 した ら よい か に つ

い て述 べ て み た い。

基 準 を決 め,チ ェ 、ソクポ ィ ン トを設 定 し た とし て も,

シス テ ム監 査 人 が お らず,こ れか ら養 成 し て いか ね ば な

らな い こ とだ とす れ ば,当 然,過 度 期 の 措 置 を ど うす る

か考 え な け れ ばな らな い。

監 査 部 門 の シ ス テ ム監 査 人 が独 自に や る こ とを最 善 の

策 とす るな らば,現 段 階 で は次 善 の 策 とし て,監 査 部 門

と コ ン ピ ュー タ部 門 か ら メン バ ー を出 しあ い 込シス テ ム

監 査 プ ロジ ェ ク ト ・チ ー ム"を 組 み,』実 施 に あ た る とい

う方法 が あ る。.

この よ うな方 法 を とれ ば,監 査 部 門 か らの メ ンバ ー に

は コン ピ ュー タ教 育 が で き,逆 に コ ン ピ ュー タ部 門 の人

ロ

にとっては監査の教育ができる。具体的な第一歩ではな

いだろ うか。(鳥 居壮行・技術課)
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見込 み生産 と受注生産 のバ ランスをはか る

ね じ製造業向け標準生産管理システム

〈中小企業向け標準生産管理 システム②〉

1.ね じ製造業の概要

(1)ね じ製造業の現状と問題点

ね じは,機 械類及びそれ らの部品,建 築物,そ の他施

設構築物に使用され,種 類として,ボ ル ト,ナ ット,小

ね じ,木 ねじに大別される。ね じ製造業は,ね じ類を生

産する業種で,人 間生活のあらゆる面に密接な関連を有

する基礎部品を生産する産業である。また,そ の歴史は

古 く,生 産形態 も手工業的な ものから近代的な量産機械

へ と移行し,わ が国経済の高度成長 と重化学工業化政策

による機械工業の進展により,大 きな飛躍を遂 げ て い

る。

また,輸 出振興策,生 産技術の革新,設 備の近代化及

び合理化等により,品 質の向上が促されるとともに米国

市場を中心に輸出量 も近年増加 し,輸 出産業 としての位

置も高まってきている。一方,需 要の構造か ら生産品種

は形状,寸 法,材 質別など極めて多種多様 で あ る。 ま

このたた,需 要量 も大量の ものから極めて少量の ものが

300人 以 上

0.89ρ

図一1従 業員別企業分布

(昭和49年 現在)

:㌶㌻蔑雄蕊 ㌘欝:三㌶ ●
と多 くを数え,そ の傘業形態 も99%以 上が中小企業ない

しは零細企業で占めちれている。

次に,従 業員別企業分布,資 本金別企業分布,生 産及

び輸出の推移を図示すると図一1,図 一2,図 一3の よ

うになる。図のように規模別に見ると従業員ランクでは

50人 以下が80%,資 本金では500万 円以下が80%を 占め

てお り,し かも需要産業に対し従属性が強 く,そ のため
パ

業界 ぐるみの構造改善事業を実施しているが,減 速経済 ・・

に移行した今日,いrか に対処するかが今後の課題 とされ
『る

。

次に,ね じ製造業の問題点を以下に列挙する。

億 円 ・・

図一2資 本金溺企業分布

(昭秘9年 現在)

一]t4一

;;lllL -t=..-M-一 ー一./L_

2200
2

2

1

1

1

1

1

1

1

1
1

1 /
一 ・一 輸 出

一 一一 推 定ピ

'ぴ

43444546474849(50fド

図一3生 崖 漉 び積 出の推 移(昭 和49年 現 在)

●
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①収益性の低下

②過当競争性

③発展途上国か らの追い

上げ

④公害,立 地環境の悪化

⑤輸出秩序の確立の必要

性

以上,不 況が長期化して

いる今日,ね じ製造業は単

なる生産の減退 とい うこと

だけにとどまらず,企 業の

弱体化を一層進める結果と

な っている。

σ亘璽
C.a)

⊂

蓄
ll峰
」旦

〔ヘ ノダ1

!翻
r切 断ec)・(プ レス)

墾堕緬)一 ψ工亘D-一 一 く璽こ互i
(b1{c}(d、

← ←

渥 縛
1}一 、'・L先 日 機 ・

醐 聾

』

驚⇒「

」縄
(判1:卜 、 〔絞 り機)r先 付 機 、

鉄建理加1検 査

(e)〔P

幽 回
(熱 処刑 炉1〔 検 査設 備 ・

霊プrP
(9、

ペ ブ

(2)

エ:じ 製造業の生産 ・ 蹴[pa・ ・

ねじ製造業の生産工程
、(裟 欝麟 繍(検 査設備)

は,品 目の 違 い に よ り,ボ

ル ト・ ナ ・ ト・ 小 ね じ ・不

ロヤ ご ロ

ねじの4種 類に分 けることができる。ボル トの基本的な

工程 を以下に説明する。

包 茎

川

出 め

ボ ル トとは,一 般 に ナ ッ トと組 ん で用 い る おね じを も

どこ

った ね じを い う。 生 産 工 程
.ば,図=-4に 示 す とお りで あ

り,各 工 程 に つ い ての 説 明 は 以 下 の よ うに な る。
・rnNA"

① 頭 部 成 型

素材を必要な長 さに切断し;塑 性加工あるいは切削加

工を行うことによってボル トの頭部を成型する。 この頭

部成型を行うには,冷 簡輸 熱間圧造及び切削加工に

よる方法がある。 一'㌧ 一

②頭部加工

成型された頭部を希望する形に仕上加工する。

③仕上加工

ね じ先付機を用いて,ボ ル トの軸部の仕上げ及びね じ

端部の面取 りを行 う。

④ね じ加工

ね じ部を加工するには,切 削による方法 と転造による

方法 とがあるが,特 殊な品種を除いて,一 般的には転造

による方法が用い られている。

⑤熱処理加工

ゆ

古 醗
(包装機)

図一4ボ ル トの 生 産 工 程

ね じを目的の強さ ・硬さにするため熱処理を行う。

⑥検 査

検査は,通 常各工程で行われるが,そ の中でも特に熱

処理加工後の検査 と,包 装前の検査が重要である。検査

の主な ものには,外 観検査,形 状寸法検査,強 度検査が

ある。

⑦洗浄または表面処理

製品の付着物を除去するため洗浄を行い,必 要ならば

表面処理を施す。

⑧検 査 ・

⑥ と同様である。

⑨包 装
ト

完成した製品を包装し,出 荷できる状態にして倉庫へ

入れる。

⑩出 荷

得意先の納期に応じて製品を出荷する。

2.シ ステム の 目的

生産管理の目的は,企 業において与えられた外的条件

(得意先からの内示情報,注 文など)の 中で,い かに内

一－t'15一
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的条件(自 社の設備能力など)を 有効に稼動 させ,で き

るだけ多 くの利益を確保することにある。すなわち,生

・・先
＼ 「'亘'

礁 先 ＼ ・内・・㈱il洲 ＼,

,臆。/i三族蜴1蔑
/L-一 ー 一－r－

得意先/

図 一5ね じ製造業 にお ける生産管理 システムの 目的

産管理の主目的は機会損失をできるだけ減少 させること

で あ る 。

吟 牙・溢 ・増大

受 注 書 製造命令準備書

納期 ・数量変更票
(兼 出荷調整票) 返 品 頭 取引先 登蘇 原

受 注管理 サ プンステ ム

(コ ン}㌔ 一 夕)

製品 ・仕掛品在庫
引当済一覧表

製S別 出荷実◎真表

ね じ製造業は,受 注生産 と見込生産の混

合生産形態であるため,見 込生産のための

㌶ 錫≧ ㌘し芸↑㌶こ㌘
機会損失をできるだけ減少させねばならな

い。そのために,当 生産管理システムでは

次のようなシステムを開発した。

① 長期の生産計画 として大 日程計画(向

こう4ヵ 月間)を 人手で作成し,短 期の

生産計画 として申 日程計画(向 こう1カ

月間)及 び小 日程計画(向 こう1週 間)

をコンピュータで作成する工程管理サブ

システムの開発

② 大日程計画,中 日程計画及び小日程計

画をバランスよく適合させるための受注

管理及び在庫管理サブシステムの開発

出 荷 予定 表 受 注残一覧表

㈱ 製品在庫マスタは,在 庫管理サ

ブシステムで作成 されたものを

便用する。

図 一6受 注 管 理 サ ブシ ス テ ム入 出力 概 略 図

フ ォー マ ッ ト例1

3.シ ステ ムの概要

(1)受 注管理サブシステム

受注管理サブシステムは,次 の事柄を考

慮に入れて設計 している。

①受注件数500件 ～800件/月

②得意先数(販 売先数)30社 ～400社

③請求業務 出荷請求または検収請求の

・01-5)

受 注 残 一 覧 表 ㈱
_年_月 旦 ペ.ジ

f口 先
)ト 得6失 名 製品コー ド 製 品 名 製品 ・r法 受,i'番 号 受rll量 受注班員 lll荷実績景 出荷碇 景 納 入残居

才
～. 一 ,/

,■, ク
∠'一

/

、

一 一'. 二^＼

、

、一

一16-一

●
⑱

4
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形態をとり,得 意先ごとに

月1回 請求を行っている。

④納期 受注決定後10日程度を基準

とする。

標架工桿登録票

(兼標準工程変更票)

fi業 転 言 娯

(実 績記入済)

受注管理サブシステムの中で用い られ

る入力帳票,出 力帳票及びファイルは図

一6の ようになる。

図一6の なかで出力情報 となる受注残

一覧表をあげる。(例1)

製造能力登録票 外 注先登 録 票
製 造実績 ファイル

原材 料在庫 マ スタ

/
取 引 先 マ ス タ

負 荷 フ ァ イル1,Z3,

工 程 フ ァイル

工 程 管理 サ ブ システ ム

(コ ン ピュー タ)

標 準L程 マス タ

製造 命 令 ファイル

製造能 力 マス タ

(tE3)

(注2)

(注1)

●

(2)工 程管理サブシステム

工程管理サブシステムは,次 の事柄を

考慮に入れて設計している。

①機械能力 〔各機種ごとの単位時間

当たりの生産本数×稼働率(70～75

%)〕 では撮している。

②製造能力 〔機械能力 ×時間〕では

撮 している。

③標準工程 製品グループ別に成型工

程から仕上工程までの工程の順序 と

その工程で使用する代表的な機械を

ある程度決 めている。

④生産計画 内示 ・実績等により月 ご

とに計画している。

⑤進捗管理 初工程を重点的に管理し

ている。

中 日程 計 画 表

原材 料 別 引 当

ナェック ・リス ト

外注先別計画表 製番別遅延状況
一 覧 表

t、,。。 。 訓

フ ォー マ ッ ト例2

機 械 辞 別

作 業 手 配 表

(注1)製 造 命令 フ ァイルは受 注管理 サ ブ シrKテ ムで作成 された(,の を 使用す る
。

(注2)取 引先 マ ス タは受 注管理 サ ブ シス テムで 作成 された もの を・糊 する 。

(注3)原 材料 在庫 マス タは在庫 管理 サ ブ システムで作 成 され た もの を使 用す る。

図 一7工 程管理 サブシステム入 出力概略図

(12-1)

1認 蛭 コ 製造命令書,作 業報告票,原 材料出庫票

製造番号 名 製品寸法 材量草取 製品単赦r製 造 数 量
3

``・1`` 帯 ヨ 製品 n

「 金...■ 『 亘 銅 蹴 コー順 　 喜可製造区・A－

優先賦 糊 三綱 麟.ド

…

材 質 桝 形 材 ・r σ1:摘 要

1,際

様ト1竺
1ピ竺1一

一

.・

〔備考〕

1.製 造 命令書又び作業 報告 票と して

使用 する場 合で,工 程数bSll以 上 の

ときは2枚 目以降 に出力 し,工 程順

序 の構 に10位 の桁 を付加ナ る。

2.作 業報告票 として使用す る場合 に

は,工 程数だけ出力 し,該 当工程の

工程 順序の左 端に`ぴ,'を 表示 する。

3.原 材料 出庫 票として入力す る項 目

は,帳 票コー ド,製 造番号,製 品 コ

ー ド,製 造数量,製 造区分,原 材料

コー ド,材 料番号,出 庫重量であ る。

一17一
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,'02-3) 6月 中 日}星 川'1必 衰

品製

」

品

ー製っ
番製

-

り'

3

4

50000011111

麟

イ機コ

10M

フ ォー マ ッ ト例3

nり友75自F・5月27HI〆 ミ・・'

〔備考〕

1.投 入予定日とは,第1工 程の開始

予定日である。

`n'お1 ` L

'--　 　 一ー一

024、6月1日 ・-7日 製 番 別lil'll|1i人

{乍ヵ文75年 礼5U29nIノ ミ._ジ
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転 用 原 材 料
入 庫 集

貯 蔵 半 製 品
出 庫 票

製 品登 録票2
(仕 入 商品)

原材 料仕 入先
納 期 指 定 票 仕入商品注文票 転 用 原 材 料

出 庫 栗

原 材料 納品集 住入商品入庫栗 原材料 登 録 集

原 材 料 使 用
計 画 表

在庫管理 サブンステム

(コ ンピュー タ)

製品 登 録集1
(自社製作品)

品
表
掲㌶蜘

灘

(蝕)

(注1)

工程管理サブシステムの中で用いられ

る入力帳票,出 力帳票及びファイルは図

一・7のようになる
。

図一7の 中で入力情報 となる作業報告

票,ま た出力情報 となる中日程計画表,

製蕃別計画表をあげる。(例3)

原材料在庫一覧表
(兼原材料棚卸表)

原材料納品票

原 材料 入出庫

実 績 表

製 品 入 出 庫
実 績 表

原材料注文栗

原 材 料 納 入
明 細 表

補充製品一覧表

原材料 入庫 票
(注1、)取 引先 マス タは,受 注 管理 サブ システム

で作成 され」た も⑳を使用す るo

(注2) .工程 ファイルは.工 程管理 サブ システ ム

で 作成 された ものを使用するo

(3)在 庫管理サブシステム

在庫管理サブシステムは,次 の事柄を

考慮に入れて設計している。

①原材料 品数……7種 ・-e450種

注文方式……定期(月 ごと)
s

発注

リー ド・タイ ム … …1週 間

～4ヵ 月

② 製 品数500種 ～3,000種

在 庫 管 理 サ ブ シ ス テ ムの 中 で 用 い られ

る入 力 帳 票,出 力 帳 票及 び フ ァイ ル は 図

一一8の よ うにな る
。

,伽 藤泰宏,・システム第一課)

,

`

図一8在 庫管理 サブシステム入出力概略図

一18一



11PI)ECジ+一 ナル

特 殊 サー ビスの 開発 で成長

米 国 の コン ピュー タ ・サー ビ ス産 業

第10回ADAPSO調 査か ら

●

米 国 の デ ー タ処理 サ ー ビス 業 者 協 会(AssociationofDataProcessingServiceOrganiza-

tions:以 下ADAPSOと 略)は,調 査 会 社IDCに 委 託 し て実 施 し た米 国 の コ ン ピ ュー タ ・

サ ー ビ ス産 業 の現 状 と予測 に関 す る調査 結 果 祈を発 表 し た。

この 調 査 は,毎 年 実 施 され て い る もの で,今 回 は10回 目 にな るが ,米 国 に お け る コ ン ピ ュー

タ ・サ ー-tfス 企 業 は1975年 末 現 在2,550社 で売 上 高 が45億 ドル(約1兆3500億 円)を 超 え た こ

が注 目 され る。 以 下 に調 査 結 果 の 概 要 を紹 介す る。

なお 本 調 査 で は,コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビ ス産 業 とし て デ ー タ処 理 サ ー ビス 業 と ソ フ トウ ェア

業 を と りあ げ て い る。

※ 英 文 報 告 書 名 は,1976AnnualReport:TheComputerServicesIndustry

1.大 きな成 長

1968年 に は1,400社 だ った米 国 の コ ン ピ ュー タ ・サ ー

ビ ス会 社 は1975年 に は2,550社 に激 増 しtt。

まk売 上高 の伸 び は さ らに著 し く,1968年 の15.9億 ド

ル か ら1975年 に は45.8億 ドル と約3倍 近 くに 達 し て い

る。 売 上 げ の伸 び率 は 今 後 さ らに 高 くな る と予想 され,

1968～75年 の 平 均 年 成 長 率16%が,1976年 か ら1978年 に

か け て は年 率20%に な る とIDCは 予測 し て い る。 この

割 合 だ と1980年 には 売 上 げ100億 ドル に も達 す る巨大 産

業 にな る。 この 大 きな成 長 の理 由 とし て は以 下 の 要 素 が

あ げ られ る。

ω 市 場 は熟 して お り,オ ン ラ イ ン化 を指 向 して い るユ

ー ザ ー は 現在 「作 るか,買 うか」 の 選 択 を 慎重 に か つ

冷 静 に 検 討 中 で あ る。 この場 合 コ ス ト意識 が すべ て を

決 定 す る。

② 大 手 の デ ー タ処 理 サ ー ビ ス会 社 は よ り特 殊 な 分 野 を

ター ゲ ッ トに各 種 サ ー ビ ス を開 発 して お り,そ の 場 合

社 内 で 開発 し た シ ス テ ム よ り生 産 性 が高 く経 済 的 な サ

ー ビ ス を提 供 で きる よ うに な りつ つ あ る
。

㈲ ソ フ トウ ェア会 社 の提 供 す る ソフ トウ ェア ・パ ッケ

ージも経済性/生 産性の評価が高まってきており今後

さらに広 く浸透すると考え られる。

(4)ハ ー ドウェアの動 きが今後3年 間は比較的安定 した

.ものになると予想される。

㈲ 分散処理の普及はコンピュータ・サービス会社にと

って市場の拡大に役立つ と考え られる。

ま た,サ ー ビ ス産 業 の成 長 の 中心 に な る と思 わ れ るの

は,大 規 模 な デ ー タ処 理 サ ー ビス会 社 と中 規 模 な ソ フ ト

ウ ェア会 社 で あ る。

一 方 ,コ ン ピ ュー タ ・サ ー ビス は,シ ス テ ム の効 用 性

を高 め る とい う役 割 を もつ もの で あ る以 上,八 一 ドウ ェ
`

ア技 術 の影 響 を良 く も悪 く も受 け る。

メ イ ン フ レ ー ムや ミニ コ ン ピュー タの 技 術 進歩 と価 格

低 下 に よ り,小 規 模 のユ ー ザ ー が デ ー タ処 理 サ ー ビス業

の 利 用 を や め,自 社 で コ ン ピ ュー タを保 有 す る可 能 性 が

多 くな る。 ま た,マ イ ク ロプ ロセ ッサ,マ イ ク ロプ ログ

ラ ミング,MOSメ モ リな どの 技 術 革 新,あ る い はパ 一一

ドウ ェア ・シ ス テ ムの 多様 化 に よ リコ ン ピュ一 夕 ・サ ー

ビス会 社 の守 備 範 囲 に ま でハ ー ドウ ェア ・メー カ ーが 進

一19一
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出し競争が生ずる。

2.産 業構造

この 調査 は無 作 為 抽 出の デ ー タ処 理 サ ー ビ ス会 社 あ る

い は ソフ トウ ェア会 社200社 をベ ー スに 行 わ れ た 。分 析

に 際 し200社 を①1975年 売 ・ヒ高 が1,000万 ドル を 超 え る

もの ② 同1,0CO～200万 ドル の もの ③ 同200万 ドル 以 下 に

区分 し,各 々 を大,申,小 規 模 と分 類 した。 この 場合 大

一 中 規 模 の企 業11%が 業 界 収 入 の73%を あ げ て い る
。 な

お 「デ ー タ処 理 サ ー ビ ス」 と 「ソフ トウ ェア」 の両 方 を

扱 って い る会 社 の 場 合 は 収 益 に しめ る割 合 の 多 い方 に入

れ て い る。

デ ー タ処 理 サ ー ビス会 社 を規 模 別 に 分 析 す る と,大 規

Dデ ータ処理 サー ビス会社

表 一1米 国 の コ ン ピュ ー タ サ ー ビ ス 産 業 の

1975年 売 上 高 と利 益 マ ー ジ ン

会社数 売 ヒ高

(白'万 ドル)

成1乏率

〔%)

利 益i
マ ー ジ ン

(%)
'大 規模

42 1,765 18 13
デ ー タ処理

中 〃 135 625 10 7
サ ー ビス会社

、小 〃 1,380 900 12 8

小 計 1,557 3,290 15

'大 規模
13 575 19 8

ソ フ トウ エ ア

中 〃 85 370 21 11

会社
、小 〃 895 345 19 11

づ・ 計 993 1,290 20

計 2,550 4,580 16

模会社ほど規模の利益を受けている。一方逆にソフトウ

。ア会社の場合は規模が小さい方が利益をあげてい、。 ●

(表一1)

また業種や規模の違いによって戦略,業

→' 7% Ol蕪 ミ ,§ン 」2:夕≡≡_ilill……L;li…ilLli…[39!1膓liiEliii…Lliiliil:………1…|1‖…,ii{…三……

中 7 べ が ×・遜 巨朔1lliii騨lllil撚川 目ll闇

小

大

中

1%

L
O

____._______⊥__________」
501ノθ100%

膏1:ii∴∴ 羅瓢 ト
2)ソ フ トウ ェ ア会 社

2%

小 46% ∬% 28% 11%》 ・
li

0

ソフ トウtア

賜 ≡ 二∵1
醒 圏 。。,。/。。1

図 一1

50%

要員サポー ト

∈i≡ヨ ・ンサルティング

卿 教育/gel練

企業規模別の収入源分布状況

一20一

100%

務 な ど に以 下 の よ うな 傾 向 が み られ る。

ω 大 規 模 の デ ー タ処 理 サ ー ビ ス会 社 が成

長 戦 略 とし て あ げ て い るの は まず新 規顧

客 の 開拓,次 い で新 しい 特殊 サ ー ビス の

開 発 で あ る。 特 殊 化 は もっ と もポ ピ ュ ラ

ー な成 長 戦 略 とな った
。

② 大 手 ソ フ トウ ェ ア会 社 は,ソ フ トウ ェ

ア もデ ー タ処 理 サ ー ビス も コ ンサ ル テ ィ

ン グ も提 供 す るサ ー ビス ・コ ング ロマ リ

ッ トとで もい え る もの に な りつ つ あ る。

一 方
,中 小 の ソ フ トウ ェ ア会 社 は ソフ ト

ウ ェア ・パ ッケ ー ジ の提 供 を主 要 業 務 と

し てい る。

〔3}デ ー タ処 理 サ ー ビス会 社,特 に 小規 模

の 会 社 は ハ ー ドウ ェ ア ・メー カー か ら く

る競 争 を脅 威 として感 じて い る。

{4)デ ー タの 伝 送 方法 は会 社 規 模 に よ って

異 な る。 大 規 模 な会 社 は82%を デ ー タ ・

リン クに よ って い るが,中,小 とな るに

つ れ て33%,19%と この割 合 は少 な くな

って い る。

図一1は 企 業 規模 別 に収 入 源 の分 布状 況

を示 し て い るが,デ ー タ処 理 サ ー ビ ス会 社

に お け る特殊 サ ー ビスの 優 位 が 目立 つ。

●

、
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1978年 ま での 収 益 予 測 は 表

一2
,3の よ うに 示 さ れ る

が,も っ と も伸 び る と 予想 さ

れ るの は ソ フ トウ ェ ア ・パ ッ

ケー ジ と特 殊処 理 サ ー ビス で

あ る。

3.市 場

表 一2:サ ー ビス 産 業 の 売 上 げ 予 測

(06は,前 年比 成 長率1

「　.
1975 1976 1977 1978

⌒

.

i
ー

百 万 ドル 0.ド
/0 百万 ドル % 百万 ドル % 百万 ドル 0/

0

i
テ ー-

1/0

ソ フ

要

ク 処 理 サ

→ナ_

トウ ェア ・バ

貝 サ ボ

一 ピ ス

ビ ス

ノケー ジ

ー ト

3,530

300

250

500

16

9

24

15

4,220

327

338

600

20

9

35

20

5,035

353

450

738

19

8

33

20

6,010

381

585

886

19

8

30

20

,汁 4,580 16 5,485 20 6,576 20 7,862 20

市場 を ユ ー ザ ー の 規模 で分

析 す る と,大 型 コ ン ピ ュー タ

を使 用 す る ユ ー ザ ー は米 国 に

は 約1,000あ り,全EDP支

出 の半 分 以 上 を し め る。 この

レ ベ ル の ユ ーザ ー市 場 で はD

BMS(デ ー タ ・ベ ー ス ・マ

ネ ジ メン ト ・シ ス テ ム)パ ッ

ケ ー ジ が非 常 な 成 長 をみ せ る

と予想 され,現 在84%の ユ ー ザ ー が 何 らか の形 でDBM

Sを 利 用 し,ワ ー ク ロー ドの15%を 処 理 して い るが,今

後2年 間 に これ は50%に ま で増 加 す る と予 想 され る。 一

方,外 部 デー タ処 理 サ ー ビス の利 用 は 減 少 す る。

次 に中,小 型 コ ン ピ ュー タを所 有 す るユ ー ザ ー-2万 社

か らな る市 場 は 安 定 して お り,ま た1ヵ 所 の み に位 置 す

る会 社 が 多 い た め デ ー タ通 信/ネ ッ トワー クに お け るニ

ー ズ は 少 な い。

従 業 員250人 以 下,年 間 売 上 げ2,500万 ドル 以 下 の 会

社60万 社 か らな る市 場 は 変 動 が 激 し く,38%が コ ン ピュ

ー タを利 用 して い る が
,自 前 の シ ス テ ムは 半 分 以 下 に す

ぎな い。

顧 客 の業 種 別 売 上 げ では,製 造 業 が トップ で,次 い で

銀 行,3位 は医 療,法 律 関 係 とい った専 門 サ ー ビス,連

表 一3:デ ー タ処 理 サ ー ビス の 売 上 げ 予 測

(06は 前年比成 長率)

1975 1976 1977 1978

百万 ドル% 百万 ドル% 百万 ドル% 百万 ドル%

ロ ー ・コ ン ピ ュ ー タ ・タ イ ム 2505 250一 240-4 225-6

一 般 サ ー ビ ス 1.3008 L3957 1.5008 1.6057

ぱ ‡;
LOOO12

300-5

L12012

275-8

L25012

250-9

L38010

225-10

特 殊 サ ー ビ ス 1.98027 2.57530 3.29528 4.18027
'ア プ リケ

ー シ ョ ン 別 80022 LOOO25 1.26527 1.60026

業 種 別 90030 1.20033 1.53028 1.91525

デ ー タ ・ベ ー ス 28034 37534 50033 66533

計 3.53016 4.22020 5.03519 6.01019

表 一4:デ ー タ処 理 サ ー ビス 大 手6社 の1975隼 市 場 シ ェ ア

邦政府,保 険業が競 っている。また地域別では北東部と

大西洋岸中部の各州が半分をしめ,カ リフォルニア州近

辺が3位 にな っている。

ControlData

AutomaticDataProcessing

ElectronicDataSystems

GeneralElectric

NCR

Tymshare/UDC

7.1

5,4

4.1

3.5

2.1

1.8

注:そ の 他1%以 上 を し め る 会 社 に

Bradford,BunkerRamo,CSC,McAuto,National

CSS・NationalData,UCCが あ る。

4.今 後の変化

サ ー ビス産 業 の 特 徴 とい え るの は,そ れ が元 来 ハ ー ド

ウ ェア を 補 完 す る とい う性質 を もって生 ま れ た もの で あ

り,そ の ナこめ に 自己 の コ ン トロー ル を超 え た外 か らの力

に大 き く左 右 され る こ とで あ る。 従 って今 後 の 変化 もハ

ー ドウ ェア分 野 の 動 向 を無 視 して は 語 れ な い
。 例 え ば,

IBMのVS、 パ ー ソ ナル ・コ ン ピ ュー テ ィン グ"や

BasicFourのSystem700と い った新 し い技 術 はす べ

て,サ ー ビス 産 業 に と って 市 場 を広 げ も狭 め もで きる プ

ラス とマ イ ナ ス の両 方 の 要因 にな り うる もの だ と い え
ト

る。過去10年 間業界統合化への大 きな波を くぐってきた

八一 ドウ,エア産業とは違い,コ ンピュータ・サービス産

業はようや く最近,産 業の成熟度を示すともいえる合併

吸収化が始まったばか りで,今 後それが少数寡占の業界

編成へと進むかあるいは全 く違った形になるかを予測す

るのは困難だが,サ ービスが さらに特殊なニーズに応 じ

ていく方向と,激 しい競争の展開 とい う方向に向か うの

は疑いない。 ・(山 城信子 ↓調査課)
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口

、生 活 と情 報 化"を テー マに 昨 年10月 第1週 を 中心 に

第5回 目の 情 報 化 週 間 が 華 や か に 開 催 され ま した が,当

財 団 で も,協 替 行 事の 一 つ と して,池 袋 の東 武 デ パ ー ト

で"'76生 活 と情 報 化 展"の テ ー マ の も とに恒 例 の 展 示

会 を 開 催 しま し た。 こ こで は この展 示 会 で 行 った ア ン ケ

ー ト調 査 の 結 果 を 中 心 に 話 を す す め て み た い と 思 い ま

す 。 この展 示 会 で は,い ま まで ブ ラ ッ クボ ッ クス で あ っ

た コ ン ピ ュー タを 前 面 に だ し,ハ ー ド,ソ フ トに つ い て

や さ し く説 明 す る と と もに,一 般 市 民 の参 加 をね らっ て

ゲ ー ム シス テ ムな ど24の コー ナ ー を設 け展 示 し た結 果,

入 場 者 数 も6日 間 で7万 人 を超 え昭 和47年 の 第1回 以 来

最 高 の 入場 者 を記 録 しま し た。 この入 場 者 を対 象 として

無 作為 抽 出法 に よ り6,000人 に つ い て ア ン ケ ー ト調 査 を

しま した。 回 収 率 は28%で し た が,こ れ を性 別 でみ る と

男70%女30%で あ り男 性 が や は り多 い とい う と こ ろ で

す 。年 令構 成 は,ヤ ング の街 とい わ れ る だ け に30才 以 下

の 人 が60%と 圧 倒 的 に 多 く年 令 が増 す ご とに減 る傾 向 に

あ る よ うで す。 ま た 職 業 を み て み る と男 子 学 生 が 約22

%,男 性 会 社 員21%,主 婦 が約19%,女 子 学 生 が15%と

な って お りま す。

これ を 展 示 コ ー ナ ー別 に み る と"広 が る シ ス テ ム",

、テ レ ビゲ ー ム"等 若 者 の好 奇 心 と メ カニ
ッ クに強 い性

格 に訴 え る展 示 物 を主 に構 成 し た と ころ が 人気 を集 め て

い ま す。 展 示 物 の シ ン ボル デ ィ ス プ レイ(大 中 小3種 類

の球 を使 用 して 情 報 処 理 の5つ の 機 能一"集 め る"

、整 理 す る"、 加 工 す る"、 蓄 積 す る"、 伝 え る"を 表

わ し た)は パ チ ン コ通 の 発 想 が ヒ ン トで した。

事 務局 が思 い もか けな か っ た結 果 は 定期 券 自動販 売 機

がNo,1の 人 気 を得 た ことで す。 これ は一 時期 ブ ー ム と

な った。 駅 名'愛 国一 幸 福"や ㌔ ン ドン,パ リー 池 袋"な

ど と ご希 望 し だ い の定 期 券 が 発 行 され た こ とが 男女 年 令

を 問 わ ず 人 気 を得 た よ うで,初 夢 のお す そわ けが で きた

か な と思 い ま す。 次 に 、広 が る シ ス テ ム"で は模 型 を利

用 し て医 療 情 報 シ ス テ ム,生 活 映 像 シ ス テ ムの 地域 的 な

㌻定警鷲熟 籔 …i
'A～`ク ♂⇒A～'・'一','"ρ 、～"・ ・"μ/〃 、ノ'ノ 、'㎡.'〆','/〃 》 、

広 が りをVTRで お 見 せ す る と同 時 に マ イ ク ロコ ン ピ ュ

ー タの制 御 に よ る列 車 運 行 シス テ ムを特 急
,急 行 等 の 模

型 電車 を使 って展 示 し た コ ー ナ ーがNo.2の 人 気 を得 て

お りま した。 人 気 の3呑 め の コ ー ナ ーは 、コ ン ピュ一一タ

と王 将 戦"で あ り,老 若 を 問 わず 男 性 に圧 倒 的 な 人 気 が

あ りま した。 この コー ナ ー では 土 曜,日 曜 に 米 長 八段,

中原 名 人 が来 場 し,コ ン ピ ュー タ との 対 決 が 行 わ れ,こ

の 間1時 間位 は コ ー ナ ーの 前 は 人 だ か りで 通 り抜 けが で

きな くな った ほ どです 。 この 対 戦 で は コ ン ピ ュー タが守

りの30手 先,攻 め の30手 先 を読 む な ど シ ミュ レー トす る

時 間 が長 す ぎて,時 間 切 れ で コ ン ピ ュー タが 敗 れ る一 幕

もあ りお客 様 も妙 な と ころ で感 心 して い ま した。 、コ ン

teユ'一タ を作 って み よ う"の コー ナ ー で は21才 か ら30才

ま で を頂 点 と した 巾広 い層 が興 味 を示 し,マ イ ク ロコ ン

ピュ ー タ人 気 の 一 端 をの ぞ か せ ま した。

ま た一 部 熱 心 な フ ァン?に よ るキ ッ トの 回路 基 盤 が二

枚 い つの まに か 消 え る とい う事 件 もあ りま した が ス ポ ン

サ ーの 好 意 に よ り熱 心 さゆ えの 行為 と認 め られ深 く追 求

しな い こ とにな りま し た。 また,、 あ の ニ ュー ス を も う

一 度 の コ ー ナ ー"で は 熱心 な リクエ ス トが 多 す ぎて マ シ

ン ダ ウ ンな ど,シ ス テ ム も狂 い だ す一 幕 が あ りま し た。

、体 の 中 をの ぞ い て み よ う"の コー ナ ー で は生 命 の た い

せ つ さ,健 康 へ の興 味 度 に よ りや は り年 令 が 増 す に つれ

パ ー セ ン テー ジ が 高 くな る こ とが示 され ま し た。

その 他 例年 に な い現 象 と して は,会 場 の隣 が バ ーゲ ン

売 場 で あ っ た た め か迷 い子 が 金 曜 て都 民 の 日,振 替休

日),土 曜,日 曜 と13件 もあ りま し た。 ア トラク シ ョン

広 場 で マ ジ ッ クシ ョウな どを行 って い る と きに特 に これ

が 多 く,母 親 が子 供 を置 い て買 物 に行 って し ま う らしい

とい うの が 事 務局 の 統 一 見 解 で あ ります。 こ うな る と

次 回 か らもま す らお 託 児 所"を 開 く こ とに な りそ うで す。

JIPDEC保 父 さん に ご期 待 あれ とい うと ころ で し ょ う

か 。 人 の流 れ を考 え て配 置 し た展 示 会 場 も480ni位 の こ

ろ に5ヵ 所 も人 気 コー ナ ーが で きる と通行 もし ば し ば不

能 とな りま した が,今 後 と も身近 な シス テ ム の紹 介,直

接 触 れ る こ との で きる もの,興 味 を ひ くもの等 を探 し だ

し,楽 しい夢 の あ る展 示 会 に した い と考 え て い ま す。

(宇 佐 美 肇 ・普 及 課)
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*研 修 講 座 の ご 案 内*

数 値 解 析 コ ー ス カリキ。ラム委員会主査 古屋 茂 青山学院大学教授

本コースの目的は・数値計算を利用する第一線の技術者の方々にたいして,た えず進歩し,開 発されつつある最新

の数値計算の知識 ・技法をお伝えす ることにあります。

レ講義 日程(確 定分)

講 師 講 義 題 目 期 日 単 ノc数 ※

伊理正夫 東京大学 数1直計算 の アル ゴ リズム と計 算の 複雑 さ 52.1.17 2

森 正武 京都大学
一一 一 」一 　 r-w　 ^

数ll研責分 52.2.1 2

小 林 竜一・ 立教大 学
A

多変量解析 52.2.2～3 4

刀根 薫 慶応義塾大学

一 一 ・ ・ 「

最 適 化(線 形)
-

馳AL

..一 一 一 ・-

52.2.7
〒-"

52.2.8

2
"

最 適 化(非 線形) 2

村田健郎 ㈱日立製作所 有限要素法と仮想メモリ方式の適合性につにそ 4
一松 信 京都大学

一ー 一 ・一

微分方程式の数値解法

52.2.9～10
-一.・

52.2.14
'→.一 「一 ー ー ー一

52.2.15.16.18

2

小国 力 ㈱日立製作所
・ 一

線 形計 算II 3

戸田英雄 電子技術総合研究所 関数近似 52.3.3～4 3

広松恒彦 情報処理研修センター 数 値計算 用 プ ログ ラム 52.3.14～15 4

レ 講 義 時 間 午 前9:30～12:30、 午 後13:30～ ユ6:30※1単 元3時 間

〉 受 講'料1単 元 に つ き5-T-rT」(従 っ て、た と え ば 、「多 変 量 解 析 」は4単 元 で2万 円 です 。)

ORコ ー ス
カリキュラム委員会主査 森口繁一 東京大学教授

OR-1か らOR-3ま では,ORの 基礎的な力量を養成することを目的 とし,OR-4は,ORや 科学技術計算

の分野で扱 う対象の大規模化にともなうソフ トウェア技術の革新に対応し,大 型の問題にアプローチする際に必要な

知識 ・技法は何かという観点から設計したコースです。

OR-1ネ ッ トワー ク技法 レ講師:刀 根薫(慶 大)、冨沢信明(東L人1、 山林隆(埼 ド大1、真鍋龍太郎r神戸商大)ほか

θ 期 臓1:52.1.17～1.28
レ講 義題 目:ネ ッ トワー ク概 論 、ネ ッ トワー ク ・プ ログ ラ ミン グ、迷 路 、最 大流 、最短路 、輸送 問題='.

{1程 計 画法 、 シグナル ・フ ロー ・グ ラフ、スケ ジュー リ ング、 リス ト処理 、ネ ノトワー クアル ゴリズム

の最近 の進 歩、ネ ッ トワー ク型 の諸 問題
、ケー ス ・スタデ ィ、演習

レ研修料:8万 円

OR-2線 形計画法 レ講師1森 口繁 ・(東大)、 小 野 勝章(小 野 事務所1 、'卜本巖(目 秤技研)、 反町 洋 ・(.…菱総 研1ほ か

レ 期1湖:52,1.31～2.10
レ講義題n:LP序 論 、 シ ンプ レック ス法 、 シンプ レックス 基準、双 対原理 、改訂 シ ンプ レックi《萩 、

感度 分析 、パ ラノ トリック、非線 型 ・整 数 型のLP、 大規 模LPプ ログ ラムの構造 、各種LPコ ー ドの

特性比 較 、ケー ス ・スタデ ィ、演 習レ研修料:8万 円

OR-3シ ミュ レ ー シ ョ ン レ講師:間 野浩太郎(青 掌大)、三浦大亮(東 レ)、伏見正則(東 大)、丸lll満{CRClII{田 充G4f学 幻 ほか

52.2.14～2.18レ 期 間:

52.2.28～3.4

〉繊 題 目:シ ミ・ ‥ シ・ン総論 、 モデノレの徹 法1 、1王、 田、.ミ,レ ・シ,ン ・売 ア バ 「-

II、 確率 ・統 計入 門 と乱 数の作 成法 、 シ ミュ レー ショ ンの応 用1
、II、 演習

●治研修料:8万 円

OR-4大 型問題 とその処理法 レ講師:伊 理正夫(東 大)、日野幹雄(東工大)、恒川純吉(日科技研)、広瀬元享(気象研究所}ほか
52.2.21～2.25鈴 期 間:

52.3.7～3.11

レ講義題 目:デ ータ構造、大型連立方程式 と疎大行列、大規模LP問 題の処理、組合わせ問題 と分枝限

定法、記憶装置とその使い方、化学 プラントのダイナ ミックスのシミュ レーション、大気汚染拡散場の
オンライン予測、有限要素法、水資源の計画と予測、演習 しレ研修料:8万 円

レ講⌒;:3∵ ∵∵ 　 料{;食き 竺繕

綴 曝::翻

i維 鐘 纏 離 開箒㌶ 纏;芦 詳しくは下記幽 合せ下さし㌔
1〒105東 京都港区浜松町2丁 目4番1号 世界貿易センタービル7階 電話03(435)6513,6514
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JIPDECジ ャー ナル

JIPDECだ よ
(ジ プ デ ッ ク)

り

◇昭和51年 度研究奨励金 ・報奨金交付対象決まる

当財団では情報処理の高度化,適 用分野の拡大,開 発

を促進するため,す ぐれた研究成果をあげた個人,企 業

等 に奨励金または報奨金の交付を行っているが,今 年度

は各方面か ら計81件 の推薦があり,審 査の結果以下のと

お り決定した。(敬 称略)

○奨励金部門(各100万 円)

1.都 市化事象の計量地理学的分析手法のシステム化

名古屋大学文学部 教授 石水照雄 他3名

2.日 本の医療のシ ミュレi・一シ ョンモデル

東京大学医学部 助教授 開原成允 他2名

3.公 害制御の国民経済的効果に関するシ ミュレーシ

ョンシステム

筑波大学社会工学系 教授 宍戸駿太郎 他2名

4.マ クロ経済モデルの国際的結合による世界経済モ

デルの作成 と応用

京都大学経済研究所 教授 森口親司 他2名

5.盲 学校における計算機指導のテこめの機器開発,な

らびに関連 した事項の研究

東京教育大付属盲学校 教諭 遠藤利三他3名

○報奨金部門(各20万 円)

1.新 幹線における軌道管理の電算化

日本国有鉄道施設局管理課 持永敬彦 他6名

2.販 売在庫管理オンラ/ン システム

富士電機製造㈱システム部 岩本忠吉 他2名

3.博 報堂マーケティング ・オンライン ・システム

(HMOS)の 研究開発

㈱博報堂マーケティング計画部 池上 久

◇ 「1976年版 コンピュータ白書」発行

当財団では 昨年暮'76年 版 コンピュータ白書をまとめ

発表した。

同白書は刊行以来,今 回で11冊 めにあた り「情報に社

会哲学を」 という副題がつけられている。内容は第1部

の 「総論」以下,「 コンピュータ産業の動向」 「コンピ

ュータ政策および情報産業政策」 「コンピュータ利用の

現況」 「コンピュータ適用業務の具体例」 「資料」 「コ

ンピュータ利用現況およびオンライン化調査集計表」の

7部 で構成している。なお,購 入 ご希望の方は,一 般書

店あるいは,コ ンピュータ・江戸ジ社(千 代田区霞が関

3-2-5霞 が関ビルTEL(03)581-5201)で お

もとめください。

◇映画 「コンピュータのあゆみ」一東京都教育映画コン

クールで銀賞を受賞

当財団が51年 度情報化週間の一環 として作成した映画

「コンピュータのあゆみ」が昭和51年 度東京都教育映画

コンクール,産 業教育部門で銀賞を受賞した。

◇情報処理に関するシンポジウムの開催

当財団では内外の情報処理に関する調査 ・研究開発等

の事業を行 っているが,同 調査 ・研究の成果報告をかね

てシンポジウムを開催することになった。

開催地 福岡

期 日2月15日(火)2月16日(水)

会 場 福岡商工会議所

テーマ ・日本語情報処理システムの動向

・米国における情報処理の現状と動向

・システム監査のあり方

詳細については当財団技術調査部普及課 〔TEL(03)

434-8211内 線535〕 まで。

◇ソフトウエア説明会の開催

当財団では以下のようにソフ トウエア説明会の開催を

予定している。

日 時2月9日(水)～2月10日(木)

会 場 大阪科学技術センター

4階402号 室

テPtマ9日 統計集計プログラム ・ジェネレータ

10日 データ・チェック・プログラム ・ジェネ

レータ

参加料 無料(当 日使用のテキス トは印刷実費で頒布)

定 員30名(申 込み先着順)

詳細については当財団業務部振興課'

TEL(03)434-8211内 線205,360ま で
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報告 書,映 画,ス ラ イ ドの ご案 内

◇50年 度報告書

海外情報処理の現状 と展望一アメリカ,西 ドイツ,フ ランスー

海外の情報産業

メリヤス工業システム化に関する調査研究報告書

繊維産業のシステム化情報化に関するIl周査報告書(m)
一縫製業を中心 として一

経営計画情報システムに関する調査研究

経営情報調査報告書(珊)

総 合 貿 易 情 報 シ ス テ ム調 査 報 告 書(IV)

日本 語 情 報 処 理 シス テ ムの 研 究 開 発

コ ン ピ ュー タ ・シス テ ムの評 価 に 関 す る調 査研 究 報 告書

一 コ ン ヒ。
ユー タ ・ネ ッ トワー ク形 成 へ の 課題 一

コ ン ピュー タ ・ネ ッ トワー クJIPNETの 研 究 開 発

企 業 内情 報 処 理 教育 に関 す る実 態 調 査 報 告 書

討 議 コ ン ピ ュー タ ネ ッ トワー ク ア セ ス メン ト

オ ン ライ ン 需要 調 査 報 告 書(50年 度)

POSガ イ ドブ ッ ク

POSの 常 識

POSシ ス テ ム需 要 予 測 報 告 書

POS海 外 事 情 調 査 報 告 書

わ が 国 にお け る シ ス テ ム監 査 の あ り方

分 類 番 号

50ROO1

50--ROO2

50.ROO3

50・-ROO4

50--ROO5

50-ROO6

50-SOOI

50-SOO2

50-SOO3

50-EOO1

価 格(一 般)価 格(賛 助 会 員)

2,0001i」1,600「U

3,3002,600

在 庫 な し

1,700

3,300

2,500

1,700

〃

1,400

2,600

2,000

1,400

3,1002,500

在 庫 な し

3,0002,500

500400

2,0001,600

300250

在 庫 な し

〃

〃

題 名

経 営 とコ ン ピ ュ ー

タ

コ ン ピ ュー タ とソ

フ トウ ェア

考 え る企業

映

仕 様

画

頒 布 価 格

賛助会員 一 般

16%・ ・-27分1・7,… 円184,… 円・

16%・ ・一一26分i・7,… 円184,… 円

16%・ ・-24分 ・2・… 円1・8・ … 円

私tち の離 戦略h6%カ ラー・・分 ・4,… 円1・ ・,… 円

観 瓢 竺 めi・6%・ ・一・・分|! .8z… 円 ・6,… 円

鑓 レギ ー と⇒16%□ ・一・・分、1・8,… 円1・6・… 円

三 豊 ち とコン『16%・ ・-25分 ・5・… 円181・ … 円

;;ピ 亡 タのあ16%・ ・一・・分 ・7・… ∋84,… 円

※貸tH料:賛 助 会 員,一 般 と も1日2,200円

映 画 の 頒 布 ま た は貸 出 し ご希 望 の 方 は 当財 団広 報 課

(434-8211内 線525)ま でC"連 絡 くだ さい 。

題 名

ス ラ イ ド ・テ キス ト

や さしい
FORTRAN

や さ しい

COBOL

や さ しい コ ン ピ ュ
ー タ

私 達 の コ ン ピュ ー

タ

仕

様

－
M
S

ス ラ イ ド テ キ ス ト

賛助会員 一 般 賛助会員 一 般

35・000円140・OOO円i800円

M--l

Si41,000円
i46,000円;

鵠888胃i酬
警2⑪;⑪88胃匿88881引

%ミ ツ26,000円 随qoO円1

1

450円
1

550円

M:マ ウ ン ト,コ マ版S:ス トリップ,ロ ー ル版

A12e'i:半 分 売 り,%セ ッ ト`SP:フ ジ ッ クスSP-5000用

※ 貸 出料:賛 助 会 員,一 般 と も1日1,000円

上 記 報 告 書 お よ び ス ライ ド ・テキ ス トの 頒 布 ま ナこは閲

覧 ご希 望 の方 は 当財 団 普及 課(434-8211内 線535)ま

で ご連 絡 くだ さい 。

{一㌫ 三 ㌻=三 道 ㌫ 言 ㌃ 二 蒜 三㌶;繊 等フニ三 三 ㌫ 巡 る二 三 《言 螢 ニア1ミ
で・C"希望の方・・当財団調査課〔(・3)434-8211(内線・38)〕までC"連絡・だ・・…{
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